
 

次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して最良の提案をした者を選定

し随意契約の相手方の候補者とする手続（以下「公募型プロポーザル方式」という。）を実施

する。 

 

 令和８年（2026 年）３月 26 日 

                              北海道知事 鈴木 直道 

 

１ 公募型プロポーザル方式に付す事項 

（１）委託業務名 

 令和８年度地域課題対応ソリューション共創事業委託業務 

（２）委託業務の目的 

  本道は、全国を上回るスピードで人口減少や少子高齢化が進んでおり、広域分散型の

社会構造といった地域特性なども相まって、労働力の不足や地域における医療・福祉・

交通・物流の確保、都市との格差などの地域課題が顕在化しており、その解決に向けた

取組を一層加速させる必要がある。 

  このため本業務では、課題を有する道内市町村とその解決に資するソリューションを

有する企業・団体とのマッチング又は企業・団体同士のマッチングを成立させ、本道の

多様なフィールドを生かした実証・実装の促進を通じて、地域課題の解決及び産業振興

を図る。 

（３）業務内容 

ア 地域課題調査の回答等の分析・整理及びヒアリングの実施・内容分析・整理 

イ 地域課題解決に資するソリューションの収集及び情報整理 

ウ マッチング成立支援及び伴走支援 

エ 業務処理計画書の作成 

オ 成果物の作成 

（４）委託期間 

 契約締結日から令和９年（2027 年）３月 19 日（金）まで 

  

２ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格 

次のいずれにも該当すること。 

（１）単体法人又は複数法人による連合体（以下「コンソーシアム」という。）とする。 

（２）単体法人及びコンソーシアムの構成者は、次の要件を全て満たしていること。 

ア 単体法人で参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所あるいは支店・営業所等の

拠点を有するものであること。また、コンソーシアムで参加する場合は、道内に本店又

は主たる事務所あるいは支店・営業所等の拠点を有するものを、その構成員に含むもの

であること。 

イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 167 号）第 167 条の４の規定により競争入札へ

の参加を排除されているものでないこと。 

ウ 北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領（平成４年９月 11 日付け局総第

461 号）第２第１項の規定による指名の停止を受けていないこと。また、指名の停止を

受けたが、既にその停止の期間を経過していること。 

エ 暴力団関係事業者等であることにより、北海道が行う競争入札等への参加を除外され

ていないこと。 



オ 暴力団関係事業者等でないこと。 

カ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

（ア）道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

（イ）本社が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

（ウ）消費税及び地方消費税 

キ 次に掲げる届出の義務を履行していること（当該届出の義務がない場合を除く。）。 

（ア）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 

（イ）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

（ウ）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 7 条の規定による届出 

ク コンソーシアムの構成員が単体の法人としても重複参加する者でないこと。また、コ  

ンソーシアムの構成員が他のコンソーシアムの構成員として重複参加する者でないこと。 

 

３ 企画提案の審査基準 

（１）業務遂行能力全般 

（２）企画提案内容 

（３）道施策との適合性 

 

４ 手続等 

（１）担当部局 

北海道経済部 AI・DX 推進局 DX 推進課 担当 森永・髙田・廣森 

〒060-8588 北海道札幌市中央区北３条西６丁目 

電   話 011－204－5172 

（２）企画提案指示書の交付期間及び方法 

ア 交付期間 

  令和８年（2026 年）３月 26 日（木）から 

  令和８年（2026 年）４月 17 日（金） 

イ 交付方法 

経済部 DX 推進課ホームページへ掲載する。 

掲載先：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/dxs/iot/252897.html 

（３）参加表明書の提出期限、提出場所及び提出方法 

ア 提出期限 

 令和８年（2026 年）４月６日（月）午後５時（必着） 

イ 提出場所 

 （１）に同じ 

ウ 提出方法 

持参（土曜日及び日曜日を除く午前９時から午後５時まで）又は郵送（簡易書留、書   

留のいずれか） 

（４）企画提案書の提出期限、提出場所及び提出方法 

ア 提出期限 

 令和８年（2026 年）４月 17 日（金）午後５時（必着） 

イ 提出場所 

 （１）に同じ 

ウ 提出方法 



  持参（土曜日及び日曜日を除く午前９時から午後５時まで）又は郵送（簡易書留、書 

留のいずれか） 

 

５ 提案の無効 

 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格を有しない者の提出した提案は無効と

する。 

 

６ 最良の提案をした者の選定方法 

 あらかじめ定めた審査基準及び審査方法により、提出された提案書を評価し、最良の提案

をした者（以下「特定者」という。）を選定する。 

 

７ 契約手続 

 特定者を見積書徴収の相手方に決定したときは、別途財務会計法令の規定により契約手

続を行う。 

 

８ その他 

（１）企画提案書の作成及び提出に要する費用は、提案者の負担とする。 

（２）企画提案内容に関するプレゼンテーションを実施する。 

（３）審査結果及び特定者は、公表する。 

（４）詳細は、令和８年度地域課題対応ソリューション共創事業委託業務企画提案指示書によ

る。 

 


